
北海道告示第10865号

北海道が令和７年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

令和７年５月９日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その８）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 視覚障がい者福祉推進 一般社団法人北 事業に要する経費（賃金、共済費、定額 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

事業 海道視覚障害者福 報償費、旅費、需用費（食糧費を除 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

視覚障がい者の自立と 祉連合会 く。）、役務費、委託料、使用料及 (寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

社会参加の促進に寄与 び賃借料、備品購入費、負担金、助 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

し、その生活の安定と福 成金） ときは、補助金 保福第１の32号様式 福祉局障が

祉の増進を図るため、一 等の額の算定に 別に指示する様式 い者保健福

般社団法人北海道視覚障 当たり、当該寄 祉課

害者福祉連合会が行う事 附金その他の収

業に対し、予算の範囲内 入金の控除等を

で補助する。 行う。)

２ 障がい者ＩＴサポート 一般社団法人北 障がい者ＩＴサポートセンターの 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

センター設置事業 海道視覚障害者福 設置に要する経費（報酬、職員手当 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

障がい者等の情報通信 祉連合会 等、賃金、共済費、旅費、需用費、 (寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

技術(ＩＴ)の利用機会や 役務費、使用料及び賃借料） の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

活用能力の格差是正を図 ときは、補助金 保福第１の32号様式 福祉局障が

るため、総合的な支援を 等の額の算定に 別に指示する様式 い者保健福

するために障がい者ＩＴ 当たり、当該寄 祉課

サポートセンターを設置 附金その他の収

する事業に対し、予算の 入金の控除等を

範囲内で補助する。 行う。)

３ 精神保健啓発事業費補 一般社団法人北 当該事業に要する経費（賃金、共 定額 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

助金 海道精神障害者家 済費、報償費、旅費、需用費（食糧 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

精神障がい者の福祉の 族連合会 費のうち会食に係る経費を除く。）、 (寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

向上を図るため、北海道 役務費、委託料、使用料及び賃借料 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部



精神障害者家族連合会が （事務所等借上料を除く。）、備品 ときは、補助金 保福第１の32号様式 福祉局障が

行う大会開催事業、普及 購入費、負担金等） 等の額の算定に 別に指示する様式 い者保健福

啓発事業、研修事業等の 当たり、当該寄 祉課

事業に対し、予算の範囲 附金その他の収

内で補助する。 入金の控除等を

行う。)

４ 知的障がい児者福祉推 一般社団法人 事業に要する経費（賃金、共済費、定額 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

進事業 北海道手をつなぐ 報償費、旅費、需用費（食糧費を除 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

知的障がい児（者）の 育成会 く。）、役務費、委託料、使用料及 (寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

自立と社会参加に寄与 び賃借料、備品購入費、負担金、助 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

し、その生活の安定と福 成金等） ときは、補助金 保福第１の32号様式 福祉局障が

祉の増進を図るため、一 等の額の算定に 別に指示する様式 い者保健福

般社団法人北海道手をつ 当たり、当該寄 祉課

なぐ育成会が行う事業に 附金その他の収

対し、予算の範囲内で補 入金の控除等を

助する。 行う。)

５ 知的障がい者援護促進 一般社団法人北 事業に要する経費（賃金、共済費、定額 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

事業 海道障がい者職親 報償費、旅費、需用費（食糧費を除 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

地域で障がい者を率先 連合会 く。）、役務費、委託料、使用料及 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

して雇用している企業等 び賃借料、備品購入費） 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

の有する知識や経験及び 保福第１の32号様式 福祉局障が

人材資源を有効活用し知 別に指示する様式 い者保健福

的障がい者の就労促進と 祉課

社会的自立を図ることを

目的として、一般社団法

人北海道障がい者職親連

合会が実施する事業に要

する経費に対し、予算の

範囲内で補助する。

６ 聴覚障がい者福祉推進 公益社団法人北 事業に要する経費（賃金、共済費、定額 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

事業 海道ろうあ連盟 報償費、旅費、需用費（食糧費を除 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

聴覚障がい者及び言語 く。）、役務費、委託料、使用料及 (寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

機能障がい者の福祉の向 び賃借料、備品購入費、負担金、助 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部



上を図るため、公益社団 成金） ときは、補助金 保福第１の32号様式 福祉局障が

法人北海道ろうあ連盟が 等の額の算定に 別に指示する様式 い者保健福

行う事業に対し、予算の 当たり、当該寄 祉課

範囲内で補助する。 附金その他の収

入金の控除等を

行う。)


